
AI による音響データを用いた
雨天時浸入水検知技術

はじめに

雨水と汚水を分けて集排水する分流式下水道を
採用している下水道施設では，雨天時に汚水管内
の下水流量が増加する現象が確認されている。こ
の現象は雨天時浸入水といわれ，汚水管等からの
溢水や宅内への逆流，下水処理場やポンプ施設の
冠水，下水処理場における処理能力の低下等さま
ざまな問題を発生させる原因となる。

国土交通省は，平成 30 年度に分流式下水道を
採用する地方公共団体を対象として，雨天時浸入
水に関するアンケート調査を行った。その結果に
よると，約 57％が「維持管理上の問題あり」と
回答しており，雨天時浸入水に関する事象の発生
が全国的な課題となっていることが示唆されてい
る。さらに，問題ありと回答している団体のう
ち，雨天時浸入水の発生箇所や原因について調査
を行っている団体は約 40%，発生源対策工事を
実施したことのある団体は約 37% と，雨天時浸
入水に関する事象を認識しつつも，調査もしくは
対策工事を実施している割合は低い状況にある。

このような背景を踏まえ，国土交通省では，効
果的かつ効率的な対策を立案するための基本的な
考え方として，令和 2 年 1 月に「雨天時浸入水対
策ガイドライン（案）」1）を作成・公表している。

一般的に雨天時浸入水は，都市内に広く整備さ

れた下水道施設のさまざまな箇所から発生してい
ることが多く，やみくもに調査を行っても，効果的
かつ効率的な対策につなげることは難しい。その
ため従来の調査では，最初に調査範囲を広域に設
定した上で，流量計による調査を繰り返し実施す
ることによって徐々に調査範囲を狭め，雨天時浸
入水の発生箇所を特定していくことが多い。その
場合，流量データに基づいて範囲・箇所を絞り込
んでいくため，効果的な対策につなげやすい一
方，比較的高価な流量計を用いることや，段階的
に調査範囲を絞り込んでいく必要があることから，
調査に要する時間と費用が大きくなりやすい。こ
れが調査・対策の実施が進まない要因の一つと考
えられ，従来よりも迅速かつ安価で実施可能な新
しい雨天時浸入水調査技術が求められている。

しかし，優れた新技術が開発されても，実績が
少ないこと等を理由に導入に慎重な下水道事業者
が多い。そこで国土交通省では，優れた新技術の
開発・実用化を加速し下水道事業におけるさまざ
まな課題を解決することを目的に，国土技術政策
総合研究所 下水道研究部（以下，「国総研」とい
う）を実施機関として平成 23 年度から「下水道
革新的技術実証事業（以下，「B-DASH プロジェ
クト」という）」を実施している（図－ 1）。国総
研では，令和元年度に実施した「AI による音響
データを用いた雨天時浸入水検知技術（以下，「本
技術」という）」に関する実証研究の成果に基づ
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き，令和 3 年 3 月に「AI による音響データを用
いた雨天時浸入水検知技術導入ガイドライン

（案）」（以下，「技術導入ガイドライン（案）」と
いう）2）を公表した。本稿では，実証研究の中で
得られた主な成果，及び技術導入ガイドライン

（案）の概要について紹介する。

本技術の概要

実証研究は，国総研と共同研究体（株式会社建
設技術研究所・国立研究開発法人産業技術総合研
究所・郡山市・つくば市・名古屋市・神戸市・熊
本市）が委託研究契約を締結した上で，共同研究
体の構成員である 5 都市 10 地区を実証フィール
ドとして令和元年度に実施した。本技術は，市販
されている安価なボイスレコーダーを集音装置と
して下水道管内の流水音を収集し，晴天時と雨天
時の流水音の違いを AI で解析することにより，
従来よりも安価かつ短期間で雨天時浸入水の有無
を調査可能な技術である（図－ 2）。

実証フィールドにおける調査の概要を表－ 1に

示す。実証研究では，従来技術で用いる流量計と
本技術で用いる集音装置を同一地点に設置し，1
〜 2 カ月程度の連続観測を行い，従来技術及び本
技術による雨天時浸入水調査を実施した。その上
で，両者による調査結果及び調査に要した費用・
日数について比較を行い，本技術による調査の妥
当性や，調査費用・日数の削減効果について確認
した。

2

図－ 1　B-DASHプロジェクトの一覧

自治体名 地区名
面積 

（ha）
調査箇所数

郡山市
大槻町 70 5 

富久山町 130 8 

つくば市 常南処理区 1,500 24 

名古屋市
兵庫地区 10 4 

神の倉地区 20 10 

神戸市
加古川上流流域 1,500 14 

岩岡流域 165 16 
西神流域 900 18 

熊本市
湖東流域 600 33 
富合流域 600 19 

表－ 1　実証フィールドにおける調査の概要
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実証研究の主な成果

⑴　本技術の妥当性
実証研究期間中に得られた複数の降雨を対象

に，従来技術と本技術による雨天時浸入水の発生
の有無をそれぞれ確認し，両者がどの程度一致す
るかにより，本技術の妥当性を評価した。評価結
果を表－ 2に示す。実証対象とした 5 都市 10 地
区全体の検知率は 83%，うち 6 地区においては

検知率が 100% であり，本技術による調査は，従
来技術とほぼ同等の結果が得られることが確認で
きた。

なお，検知率が 100% 未満となった地区におい
てその原因を調査した結果，集音装置の水没や調
査箇所近傍のポンプ施設・工場からの不定期排水
による影響等，本技術の適用条件として不適切な
箇所が含まれており，それらを除いた場合は，全
ての箇所で検知率が 100% となることを確認して
いる。

⑵　本技術による調査費用及び日数の削減効果
従来技術と本技術に対して，各実証フィールド

での調査に要した費用及び日数について，現地で
の調査作業と，調査で得たデータの分析作業ごと
にそれぞれ試算し，それらを合算したものを比較
することで本技術による効果を評価した。評価結
果を図－ 3，4に示す。

調査費用は，従来技術よりも平均 58% の削減
となった。その内訳をみると，分析作業について
は従来技術と同程度であるが，調査作業が大きく
削減された。また調査日数は，従来技術よりも平
均 62% の削減となり，調査作業が大きく削減さ
れるとともに，分析作業についても一定の削減効
果が確認できた。
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図－ 2　本技術の概要

自治体名 地区名
①評価対象

降雨数
②正常検
知降雨数※

検知率 
②÷①

郡山市
大槻町 33 33 100%

富久山町 56 56 100%

つくば市 常南処理区 101 46 46%

名古屋市
兵庫地区 44 44 100%

神の倉地区 44 44 100%

神戸市
加古川上流流域 60 60 100%

岩岡流域 73 73 100%
西神流域 158 123 78%

熊本市
湖東流域 173 162 94%
富合流域 102 62 61%

全体 844 703 83%

※ 従来技術と本技術で雨天時浸入水の検知結果が同じで
あった降雨数

表－ 2　本技術による雨天時浸入水の検知率
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従来技術の費用及び日数の内訳をみると，調査
作業に要するものが大半を占めており，本技術で
用いる集音装置による調査作業が，従来技術より
も効率的であることを示唆していると考えられ
る。一方，調査箇所数が多くない等調査作業に要
する費用が大きくない場合は，本技術による削減
効果は小さくなると思われる。

以上より，本技術を導入することで調査に要す
る費用と日数に対して，一定の削減効果を期待で
きることが確認できた。

⑶　技術導入ガイドライン（案）の概要
実証研究の成果に基づき，地方公共団体及び有

識者の意見も踏まえ，技術導入ガイドライン（案）
を策定した。
図－ 5に，今回策定したガイドラインの構成を

示す。第 2 章は本技術の特徴や性能，実証研究成
果に基づいた効果や評価結果，第 3 章は導入効果

の試算方法，第 4 章は本技術を用いた具体的な調
査方法についてそれぞれ記載している。

おわりに	

実証研究の成果を踏まえて，技術導入ガイドラ
イン（案）を策定した。今後，本ガイドライン（案）
を積極的に紹介し，雨天時浸入水対策の推進につ
ながるよう技術の普及に努めていく予定である。
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図－ 3　調査費用の削減効果

総
費
用
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45％削減

58％削減

図－ 5　技術導入ガイドライン（案）の構成

図－ 4　調査日数の削減効果
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数
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